
技能労働者の処遇改善に向けた取組

技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成25年3月29日付け国土入企第36号）

○ 平成２５年度の公共工事設計労務単価の大幅な引き上げ（前年度比 全国平均約15%，被災三県約21%）を受け、建設業団体、公共発注者及び主
な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金水準の確保等や社会保険への加入の徹底等を要請

国土交通省と建設業４団体との会合 （4月18日）

出席者

○ 設計労務単価の大幅な引き上げを踏まえ 適切な価格 の契約 技能労働者 の適切な水準の賃金の支

【国土交通省側】太田国土交通大臣、鶴保国土交通副大臣、松下国土交通政務官 他
【建設業団体側】日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会

出席者

大臣発言のポイント

○ 設計労務単価の大幅な引き上げを踏まえ、適切な価格での契約、技能労働者への適切な水準の賃金の支
払い、社会保険への加入の徹底等が行われるよう、建設業界挙げてのご理解と適切な対応をお願いしたい。

建設業団体の対応状況（抄）

日本建設業連合会

○ ４月２５日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月１８日 下請企業に対して、労務賃金の改善の要請、労務賃金の状況調査の実施などを決定（理事会）

→ ７月２６日 中村会長が太田大臣に報告

日本建設業連合会

全国建設業協会

○ ４月２６日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月２６日 適正な公共事業の執行についての取組の強化等を決定（理事会）

全国建設業協会

○ ５月２９日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）

全国中小建設業協会

○ ５月２９日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ８月１２日 更なる周知徹底、市町村の現状把握等を決定（正副会長会議）

○ ６月４日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（通常総会）

建設産業専門団体連合会

○ 1/3強の建設企業が４月以降何らかの形で賃上げ（予定含む）を実施。全産業と比較し、建設業、特に鉄筋・型枠・とび等専門工事業の給与が上伸
○ 建設業団体からは、相当数の会員企業が下請企業の技能労働者の賃上げに前向き、民間・公共発注者（自治体）の理解が不可欠等の意見
○ 今後も技能労働者の適切な賃金水準の確保に向けて取組を加速化することを確認

「太田国土交通大臣から建設業団体トップへの直接の要請」フォローアップ会合（10月23日）


